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研究成果の概要（和文）：

本研究では、プレス・リリースの内容分析から、(1)業界全体としての競争の焦点が周期的に

変化していることを定量データによって確認し、(2)競争上の焦点が収斂していくタイミングと

分散していくタイミングを確定することが可能であり、(3)こうした変化をリードする企業の存

在を識別できた。また、ヘドニック回帰分析から、顧客側での評価ポイントも経時的に変化し

ていることが確認できた。

研究成果の概要（英文）：
Based on contents analysis of press release data, we have quantitatively confirmed
that competitive foci of the industry have sifted periodically. We also have identified
foci divergence and convergence periods, and have picked up specific companies
initiating foci diversion and conversion. Hedonic regression analysis shows that
customer evaluations also changed significantly over time.
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１．研究開始当初の背景

日本企業、特に製造企業は優れた技術を擁

する反面、収益性が決して高くないと指摘さ

れている。その原因について様々な検討が行

われているが、日本企業は総じて顧客への価

値提案が上手ではないとの指摘は説得力が

高い。たとえば、画期的な製品とされる iPod

や iPhone の主要部品の多くを日本企業が供

給しているものの、製品やサービスまでも含

めた事業全体の構想・実現の主導権を握るに
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は至っていない。

日本の製造企業の多くは、これまで愚直に

「よいものをリーズナブルな価格で提供す

る」ことを追求してきた。その一方で、従来

にはない全く新しい画期的な価値を顧客に

提供してきたとは言い難い。特に、1990 年

代に急速にデジタル化が進行したエレクト

ロニクス関連製品では、たとえば薄型テレビ

に代表されるように、製品機能が急速に向上

すると同時に販売価格が急速に下落し、メー

カーにとっては収益性確保が困難になって

きている。

市場での価格競争が激化する一方で、デジ

タル化の進展は、製品への新機能追加を容易

にした。たとえば、携帯電話端末にチューナ

ー・モジュールや IC カード・モジュールを

搭載することで、テレビ放送が視聴できたり、

電子マネー決済が可能になる。製品の多機能

化・高機能化は、顧客に対する新たな付加価

値アピールとなるため、製品のコモディティ

化・低価格競争を回避したいと考えてきた日

本企業にとっては、望ましい方策であると考

えられている。

しかし、多機能製品は単機能製品に比べて、

顧客による製品理解が難しくなる。各種調査

によると、携帯電話の電子メール機能は多く

のユーザーにとって必須となっており、実際

に頻繁に利用されている。一方、「カメラの

ついていない携帯電話はありえない」と大多

数の顧客は思っているものの、実際に携帯電

話のカメラを利用する機会はそれほど多く

はない。また、電子マネーやテレビ受信、音

楽プレーヤー機能などは、頻繁に利用するユ

ーザーと全く利用しない（利用しようと思っ

たことさえない）ユーザーとに二極化されて

いる。

また、デジタルカメラでは、人物の顔を認

識して、そこにピントを合わせる「顔認識」

機能は高く評価するが、その顔が笑顔かどう

か判定して、最適なタイミングで自動的にシ

ャッターを切る「笑顔認識」は余分だと感じ

ているユーザーが多い。さらには、手ぶれ補

正や赤目防止などの機能に対する評価は高

いが、これらの機能がユーザーにとって「付

加価値」であると認識されているとも限らな

い。こうした機能は「あること」が当然であ

り、機能が付加された分だけ、高価格を支払

ってもよいと考えているわけではない。

携帯電話やデジタルカメラに代表される

ような、多機能・高機能製品では、メーカー

側が付加価値として提案した内容がそのま

まユーザー側に受け容れられるとは限らな

い。ある製品にとって望ましい製品機能はど

のような尺度で測定されるのか、また製品が

「優れている」と評価されるためには、どの

程度の機能水準を満たさなければならない

かはユーザーが判断している。

ユーザーの判断基準は、メーカーから提供

される情報に基づいて形成されている。この

意味で、製品の付加価値は、ユーザー・メー

カー間での「合意」の結果としてユーザーに

認識されている。メーカー・ユーザー間での

合意が形成されるメカニズム・プロセスに関

する先行研究の蓄積は充分とはいえない。

２．研究の目的

日本の製造企業は従来「よいものをリーズ

ナブルに」を志向してきた。しかし、技術革

新やグローバルな競争激化によって、競争力

が低下しつつある。本研究では、わが国製造

企業にとって喫緊の課題とされている、顧客

に対する付加価値提案力の向上の方策を検

討するために、定量的なデータ分析によって、

メーカーの製品機能提案内容と、ユーザーの

評価・受容パターンを再現可能性高く描き出



し、それらの分析を総合することで、メーカ

ー・ユーザー間の相互学習プロセスを解明す

ることを目的としている。

３．研究の方法

デジタルカメラ等の産業において、製品機

能に関するメーカー・ユーザー間の合意が形

成されるプロセスを把握するために、本研究

では、定量的分析・定性的分析を行った。

定量的分析としては、(1)各製品のPOS デー

タについてのヘドニック回帰分析から、顧客

の支持を集めた製品機能を特定し、(2)メーカ

ーが対外的に公表した「プレス・リリース」

の内容分析に基づいて、メーカーがどのよう

な特徴をアピールしてきたかを明らかにした。

一方で、メーカー（委託製造先・部品サプ

ライヤーなどを含む）各社への訪問調査によ

って定性的データを収集した。こうした定量

データ・定性データの分析を総合して、当該

業界における「競争焦点」の変遷を把握する

ことを試みている。

４．研究成果

デジタルカメラ業界に関する分析結果は以

下の通りである。内容分析から、業界全体と

しての強調点は周期的に変化しており、競争

上の焦点が収斂していくタイミングと分散し

ていくタイミングを確定することが可能であ

る。さらに変化をリードする企業の存在を確

認できた。また、ヘドニック回帰分析からは

顧客側での評価ポイントも経時的に変化して

いることが確認できた。ただし、他の分析目

的のために用意された既存データであるとい

う制約から、内容分析での知見と厳密にすり

あわせを行えるほどの精度の知見を得ること

は出来なかった。こうした分析結果はデジタ

ルカメラ以外の産業にも共通するものであっ

た。

本研究では、従来は定性的なデータに基づ

いて分析されることが多かった、競争焦点の

変遷プロセスを定量的にも把握することに成

功している。ただし、本研究で分析対象とな

っているのは、デジタルカメラ等の産業にお

いて「事後的」に観察された「競争焦点」の

変化のみである。定量データ分析の精度を向

上させたり、他産業におけるデータ分析を積

み重ねることで、メーカー・ユーザー間の相

互作用プロセスの理解を多元的・複眼的に把

握していくことが今後の研究課題である。
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